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 地下街は、公共の用に供される地下歩道と複数の店舗等が一体となった地下空間利用施設で

あり、不特定多数の者が利用する空間として、地上の混雑緩和や地下の有効活用、利用者の利

便性や回遊性の向上等の役割を担っている。 

 地下街については、国はかつて、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）や水防法（昭和 24 年法

律第 193 号）等に基づく規制に加え、「地下街に関する基本方針」（昭和 49 年 6 月 28 日付け建

設省都計発第 58号地下街中央連絡会議）において、地下街の規制に関する取扱方針や地下街の

設置計画策定に関する基準を定めていたが、地方分権改革の推進に伴い、平成 13年 6 月に当該

基本方針を廃止し、その後、地下街の安全対策については、各地方公共団体の方針に委ねられ

ることとなった。 

一方、平成 11 年 6月には、豪雨により博多駅地下街（福岡市）を含む市街地一帯が浸水し、

地下鉄の運休や地下街の従業員 1名が死亡する等の被害が発生している。さらに、近年、台風

による大雨やいわゆるゲリラ豪雨と呼ばれる局地的短時間の豪雨が多く発生している中、平成

25 年 9 月には栄地下街（名古屋市）において浸水被害が発生しており、火災についても、同年

5月に渋谷地下街（東京都渋谷区）で店舗の天井の一部が燃える被害が発生、27 年 2月には札

幌駅前通地下歩行空間に接続するビルの地階に所在する飲食店で火災が発生し、火災で発生し

た煙が当該地下歩行空間に流入し、歩行空間が一時閉鎖される事態が発生するなどしている。 

近年、地下空間（特に都市部の地下空間）は、地下街が地下駅やビル地階と接続、さらに、

これらが地下歩道を介して接続するなど、複数の地下空間利用施設が相互に接続する形でネッ

トワーク化が進行している。 

地下空間利用施設においては、消防法や水防法に基づき、個々に安全対策が講じられている

が、火災や浸水等による他の施設への被害の拡大を防止するため、施設管理者等の必要な連携

の下、ネットワークとしての利用者の安全確保対策が重要となっている。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、地下街等地下空間利用施設における利用者の安全

の確保を図る観点から、地下空間におけるネットワークの形成状況やネットワークにおける災

害発生時の安全対策の実態を明らかにし、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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